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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料６－１より抜粋） 
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「次世代大型低消費電力プラズマディスプレイ基盤技術開発」 

全体の研究開発実施体制 
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「次世代プロセスフレンドリー設計技術開発」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 

本事業は、益々微細化が進む VLSI(Very Large Scale Integration；超大型集積回

路)の設計に関し、製造プロセスに起因する歩留まり低下要因を解決すべく、設計と

プロセスの技術を融合する従来にない取り組みを推進した。オリジナリティ並びに

実用的価値の高い技術開発である。 

また、先端プロセスを安定的に利用して、主として論理システム系の物理設計レベ

ルにおける設計技術の各種ノウハウを中心とした設計指針をまとめ、標準化に向け

た努力をした点、さらにまだ一部ではあるが、製品に応用してその有効性を実証し

たことは、高く評価できる。 

このような重要プロジェクトに主要な複数の半導体メーカーが非競争領域の研究

開発を共同で行うという STARC の事業モデルは、公共性を重視する NEDO の事業

に相応しいものだと考えられ、海外および EDA(Electronic Design Automation;電
子設計自動化)ベンダーに対して日本の存在感をアピールするのに貢献するととも

に、人材育成にも貢献している。 

しかしながら、開発ツールの今後の展開に関して不透明感が残る。利用者が増え

ないと、メンテナンスもされないので、さらにテクノロジーノードが進んだときに

は陳腐化して忘れ去れられる危険性が高い。人材育成の観点からも事業推進母体の

年齢構成は、若手の比率をある程度高めておく等、今後さらに成果を普及させる道

を探っていただきたい。 
 
２）今後に対する提言 

世界標準となり得るレベルのツールができたのだから、この成果を国家戦略とし

て、どのように活かして行くのかについて、プロジェクト実施者だけでなく幅広い

視点から議論する必要があり、国レベルでの対策検討が必要である。 

今回のプロジェクトの成果をベースに、設計からプロセスへのフィードバックを

するような技術開発を推進するなど、様々な技術者が共通課題に取り組む研究開発

テーマに対して、次の施策を是非検討いただきたい。 

それと同時に、さらに一世代先の技術対応に向けて、技術をさらに洗練化された

ものにしていかねばならない。日本のシステム LSI 産業そのものを活性化する政策

推進と相携えて、もっと大きな国家プロジェクトとしての展開を是非企画・推進し

て頂きたい。 
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２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 

システム LSI は、あらゆる工業製品の高機能化・低コスト化・高付加価値化に直

結するキーデバイスであり、VLSI の微細化、3 次元構造（FinFET）のトランジス

タの量産投入等、半導体製造プロセス技術の進歩は今や待ったなしの状況にある。

LSI 設計技術の良し悪しが LSI 開発・製造のコストに直結するようになり、一方 LSI
設計技術の開発コストはうなぎ上りである。これを支援・加速し産業界に還元する

ことは、我が国の基幹産業の競争力強化の観点からも、LSI 産業が存続するために

も、時宜を得た国家プロジェクトであり、ユーザーの立場から見ても極めて重要な

テーマであり妥当である。また、設計とプロセスの技術領域を融合したアプローチ

は今までにないものであり、今後の技術開発の方向性を示した本プロジェクトの意

義は極めて高い。 

複数の企業で連携する事によって、少なくとも日本国内の一定の標準化が行われ、

技術の共有化による効率化が行われた。この意味で NEDO が目指す公共性が高い研

究である。 

設計技術は、より多くの実設計に適用されることにより、完成度を高め高度化を

進めることが出来る。関連する産業界を取り巻く環境の変化が当初の想定より早い

状況の中で、今後の展開の方策を、STARC・NEDO 共々是非考えて頂きたい。 
 
２）研究開発マネジメントについて 

本事業で設定された目標プロセス世代は、先端よりやや遅れ気味のように見えな

くも無いが、極めて高い実用性を狙った技術開発であることを考えると、事業の目

標およびスケジュール設定はかえって妥当なものである。 

本プロジェクトのリーダーは、先行した「最先端 LSI 設計 PJ（2003-2005）」と

同じ人物が指揮を執っており、全体を良く把握してすすめられており、非常に難し

いテーマをしっかりとマネジメントし、十分に評価できるものであった。また、

STARC における集中研方式により、研究開発のマネジメントや実施者間連携を実施

しやすい環境が構築されており、各社の開発に携わっている技術者が切磋琢磨しな

がら共通目標に取り組んでいる。これは人材育成の観点からも有効である。 

また、成果を最後にまとめて出すのでなく、半年に 1 回ずつ、逐次的に、ユーザ

ーである株主企業に提供している点や、各社協力し、EDA ベンダーと交渉をしなが

ら今回着実な成果を得られたことは、研究マネジメントとして高く評価できる。 
 
３）研究開発成果について 

歩留まりの低下や設計コストの増加に関する改善目標を明確に数値化し、且つ達

成結果もきちんと数値で表現されており、成果の技術レベルは世界最高水準のもの

を含んでいる。製造性向上技術に関しては目標を大幅に上回る成果、生産性向上技

術と低消費電力化技術に関しては当初目標を達成する成果を得たことは評価できる。

本成果は、半導体メーカー共通の基盤技術とし有用であるが、ノウハウとして共有
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化する努力がなされており、関係した企業の実設計に活かされているようで、その

意義は十分に評価できる。各社の中堅・若手設計技術者が一堂に介して開発をした

ことが最も有効であった。 

しかしながら、世界の他のプロジェクトとの比較に乏しく、設計手法全体として

の特徴が見えないため、TSMC などのファブが用意しているレファレンスフローと

の差別化を図ることが難しい。また、研究成果は、ある意味ではノウハウの集積で

あり、特許出願を控えたことも妥当ではある。しかし、査読付き学会論文の数は必

ずしも多いとは言えない。ノウハウに近い開発であっても、学術として普遍的な真

理を抽出するところがもう少し欲しかった。 

国内の参加企業および参加しなかった企業における成果の利用に関しては、積極

的な啓蒙活動を行う必要がある。 

開発成果であるLSI設計技術自体を売り物にするといった発想は生まれなかった

ようだが、そのような大胆な構想もあってよかった。 
 

４）実用化、事業化の見通しについて 
研究成果はいわばノウハウの塊であるが、異なる設計文化を持つ参加各社が、ノ

ウハウと人を出し合って実用的な設計指針をまとめ、これらは多くのドキュメント

として残されており、利用可能な形となっている点は、高く評価できる。 

また、プロセス世代にかかわらず各技術でパッケージ化され、技術移転等がしや

すい点も評価できる。実際、6 ヶ月ごとに成果をクライアント各社にリリースする

など、クライアントへの技術移転は、技術開発の成果が出たタイミングで、適切に

継続的になされており、成果を株主に還元するという STARC の事業モデルがある

ゆえ、成果の事業化に関しては確実である。もともと実用を目指した技術開発であ

り、産業技術として大変有用なものである。一部ではあるが、製品開発に応用され、

その効果が実証されている。 

しかし、今後どのように普及を図っていくかの戦略が不明確である。設計メソド

ロジは、利用者が広がる事により、改善され保守されていく。世界市場での戦略を

考えると、株主への還元だけではなく、本成果の経済的・社会的波及効果を果たす

ためには、プロセス技術者や EDA ベンダーも巻き込んで、さらに踏み込んだ取り

組みの検討が必要であると考える。 
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個別テーマに関する評価 

 成果に関する評価 今後に対する提言 
製造性考慮設計

の基盤技術開発 
全般的に、非常にレベルの高い意欲的な開発

成果が含まれているが、製造ばらつきの問題が

深刻化する中、サインオフ・コーナー数削減や、

ストレスを考慮した設計最適化手法の導入、後

戻りによる大幅な設計変更をなくした one 
path flow の実現は、実用上有用な成果である。

さらに、電源ノイズ変動評価に関し、統計的手

法を導入することで大幅な設計時間短縮を果

たしたことも評価できる。効果についても実際

の設計への適用において検証されているが、

SPICE シミュレーションだけでなく、モチー

フデバイスを試作して、実際の回路上で実証で

きればさらにインパクトが大きかったと言え

る。 
今後、本成果の有効な範囲を明らかにし、プ

ロセス技術の実際の動向、今後の海外への委託

生産の可能性等を考えたときの有効性につい

ての検証が必要である。 

プロセスそのものと密接に関連した設計最適化は、シ

ミュレーションだけではどこまで信用してよいものか、

どうしても不安が拭えない。従って、歩留まり、設計工

数のデータなどを蓄積すると同時に、個々のインパクト

の大きな技術成果に関しては、TEG (Test Element 
Group；評価用単体素子の集まり)で実証するような研究

を STARC で進めることを検討いただきたい。また、よ

り製造装置側に位置するマスク製造技術との連携や、よ

り上流側にある Electronic System Level 設計、電源構

造そのものの設計技術、パッケージも含めた電源構造設

計技術などへの取り組みも望まれる 
将来の 28nm の次の世代付近から、LSI 製造技術に大

きな変化が生じる可能性があり、製造性を考慮した設計

技術は今後もますます重要になってくると考えられる。

半導体会社各社ごとの努力では対応が容易ではないと

予想され、国レベルを含め、何らかの抜本対策を検討し

ていく必要がある。 
また、成果を国際的に公開すべきか国内で利用するに

とどめるかは、NEDO による慎重な検討が必要である。 
 



 

 

15 

 
 成果に関する評価 今後に対する提言 

製造性考慮設計

の標準化技術開

発 

レイアウト情報の予測技術、並列処理や高速

論理合成技術等の新規技術を開発し、各ステッ

プの処理内容やマージン設定等、手戻りのない

最適設計フローを構築した。大規模モチーフを

用いた設計実験により、設計 TAT（Turn 
Around Time；投入から完成までの期間）の

削減(1/3)と消費電力の削減(45%)を達成し、参

加各社の設計チームで評価した実績は評価で

きる。また、32nm で即時利用可能な高精度な

characterization 手法も確立されており、標準

化の成果は上がっていると評価できる。地味で

はあるが実用上重要な成果が含まれる。さら

に、これらの成果を指針としてまとめ、利用可

能な形でデータベースとして整備した意義は

大きい。 
今後、実際のシリコンとの相関確認や実設計

への適用例をもっと増やし、異なる製造ライン

に対するモデル化の有効性を実証すべきであ

る。 
また、このような設計ノウハウの標準化が、

技術の発展の上でどのような効果をもたらす

今後、いろいろな製造ラインに応用してその適応性を

吟味するとともに、さらにシミュレーション値と実特性

の相関、必要なパラメータ、データ構造、検証方法など、

システム全体の改善を図っていくことが必要である。さ

らに細かいメンテナンスを継続して行い、システムのア

ップデートを漸次行っていく体制を整備することも重

要である。また、米 SI2（Silicon Integration Initiative, 
Inc.）などが行っている各種 DFM 技術の標準化活動に

積極的に係わっていくことにより、開発技術のビジビリ

ティやプレゼンスを上げて頂きたい。 

今回標準化した技術により EDA ベンダーにどの程度

普及していくか不明であるが、この技術は使われてこ

そ、その真価が発揮されると考えられ、ノウハウ技術の

囲い込みだけでなく、適切なタイミングで EDA ベンダ

ーへの有償、無償の条件も含め技術開示の検討が必要で

ある。 

過去にあまり事例のない開発プロジェクトなので、今

後の大規模ソフトウェアやシステム開発技術について

も同様なプロジェクトを有効性の視点から、NEDO の中

で真剣に検討いただくことを期待する。 
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のかは、MOT（Management of Technology；
技術マネジメント）の視点からのケースとして

の科学的な検証を必要とする。 
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 成果に関する評価 今後に対する提言 

新技術事象に対

する製造性考慮

設計技術開発 

論文レベルの技術を実用化したという意味

で価値はあるが、選択肢としては他の技術もあ

ったはずであり、その選定における判断基準自

身も本プロジェクトの成果である。 
統計的な STA（Static Timing Analysis；静

的タイミング解析）による設計手法の導入、各

種ゲーティングと DVFS（Dynamic Voltage 
and Frequency Scaling；動的電圧周波数制御）

技術、による低消費電力設計手法ガイドライン

の整備等の成果を上げている。論理 ECO
（Engineering Change Order；技術/設計変更

指示）の導入は大変興味深く、これで 80%の

TAT 削減の効果を果たしたことは大きな成果

である。 
ただ、ここで導入した技術は、いずれも高度

な技術であり、うまく適用すると大きな効果が

得られるものであるが、誰でも使える状況にな

っているのかどうか、その整備状況を明らかに

すべきである。また、開発技術の評価が、いず

れもシミュレーションベースに留まっている。

実チップでの評価例を示す事ができればイン

今後、実チップへの適用事例を収集し、開発技術の有

効性アピールと、実用化への加速を実現することが求め

られる。 

この新技術事象は 32nm に対する対応では無く、広く

他のプロセスでも使用すべき事項であり、今後の 3 次元

化などを考えてどのような事象を考えて行かねばなら

ないかの検討が必要である。半導体設計全体での位置付

けを明確にして、技術の有効性と、論文レベルで提案さ

れている他の技術との関係（得失）をまとめて、ロード

マップ的に示すなど今後の展開を分かりやすく示して

頂きたい。 

ECO は、学術的にも今後益々発展できる大きな可能

性を秘めた技術分野であると考える。論理設計の形式的

検証技術との連携も含め、さらに発展させる必要があ

る。これらが、すべて整備されれば、日本の設計技術が

十分に優位性を確保できると考えられ、継続的にプロジ

ェクトを発展させる検討が必要である。 
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パクトは大きい。 
また、本テーマに関しては、新技術事象に対

する技術開発であるので、ノウハウだけでなく

特許による権利化を推進してもよかったので

はないか。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

1.6

2.7

2.3

2.4

0.0 1.0 2.0 3.0

４．実用化、事業化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.7 A B A A A A B
２．研究開発マネジメントについて 2.4 B B A A A B B
３．研究開発成果について 2.3 A B B A A B C
４．実用化、事業化の見通しについて 1.6 B C B C B B C
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

 

〈判定基準〉 
 

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

平均値 
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評点結果〔個別テーマ〕 

製造性考慮設計の基盤技術開発 

2.7

0.0 1.0 2.0 3.0

1.研究開発成果

 

製造性考慮設計の標準化技術開発 

2.1

0.0 1.0 2.0 3.0

1.研究開発成果

 

新技術事象に対する製造性考慮設計技術開発 

2.0

0.0 1.0 2.0 3.0

1.研究開発成果

 

平均値 

平均値 

平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

製造性考慮設計の基盤技術開発 

 １．研究開発成果について 2.7 A A A A A B B
製造性考慮設計の標準化技術開発 

 １．研究開発成果について 2.1 B B B A A B C
新技術事象に対する製造性考慮設計技術開発 

 １．研究開発成果について 2.0 B B B B B B B
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

〈判定基準〉  

１．研究開発成果について 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D


